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　大正期の目本外交のあり方について、第一次世界大戦への対応、第四回日露協約、シベリア
出兵、ワシントン会議などの主題を中心として考察することが、本研究の目的であった。この
研究にあたって、ユーラシア外交史という独自の視点を加えることによって、従来の大正外交
史に対する独自性、独創性を主張し得たと考える。本研究の前提を形成する論文「ユーラシア
外交史の中での帝国とネイション」（比較文明学会編『比較文明』第19号、特集「帝国とネイ
ション」行人社、2003年）は、およそ十六世紀頃に、ユーラシア大陸に、ロシア帝国、清帝国、
ムガル帝国、オスマン帝国という四大帝国が確立された事実を検証した。大正外交史は、これ
ら四大帝国のうちで、すでにイギリスの支配下で消滅していたムガル帝国は別として、ロシア
帝国、清帝国、ならびに、日本にとっての関わりは小さいがオスマン帝国が消滅するという一
大変動の中で展開されたのである。最初に消滅したのは清帝国である。1912年7月30日に明治
天皇は崩御、年号は明治から大正に変わる。同年2月12日に清朝最後の皇帝である宣統帝淳儀i
は退位して全権を哀世凱に譲り渡し、ここに清朝は最終的に消滅した。大正時代が、中国大陸
における巨大な帝国の消滅とほぼ同時に開幕した事実は、この時代の日本外交をも規定した。
　第一次世界大戦の勃発（1914年8月）によってイギリスなどのヨーロッパ列強の中国大陸へ
の圧力が一時的に弱まったのをみた日本の指導者層のうち、大隈内閣外相加藤高明に代表され
るひとびとは、哀世凱の政権にいわゆる「二十一箇条要求」をつきっけ、1915（大正14）年7
月7日には最後通牒を手交して、7月9日に受諾させた。日中関係は悪化し、中国民衆のナショ
ナリズム高揚の契機となる。二十一箇条要求の主要部分がパリ講和会議で承認され、山東半島
の旧ドイツ利権が日本に引き渡されることが明らかになると、1919年5A4日に五四運動が開
始されて、反日ナショナリズムはさらに高揚することになる。
　ロシアでは三月革命によって1917（大正16）年3月16日にロマノブ王朝のロシア帝国は消
滅し、十一月革命11月7日にはレーニンのボリシェヴィキ政権が成立した。大正時代の日本は、
ユーラシア大陸内部にカの真空状態が生ずるのを体験した。これに対する日本外交の対応は、
対華二十一箇条要求を提出し、ロシア革命直前の1916（大正15）年7月3日に締結した事実上
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の日露軍事同盟を意味する第四回日露協約が、ロシア革命によって失効した後には、1918年（大
正7年）8月4日に日米協調の名目のもとにシベリア出兵を開始するなど、強権的対応に終始す
るものであった事実が本研究で確認された。
　アメリカの呼びかけによって召集されたワシントン会議（1921年11月12日から1922年2月
6日）は、日本の中国大陸進出を牽制することを主要目的としており、日本海軍主力艦の対米六
割までの削減、日英同盟の廃棄などが決定されたが、会議の時点ではソヴィエト・ロシアは軍
事力が低下して、軍事大国ではなくなっていたから、同国の軍事力が近い将来に巨大化したと
きにこれに直面する日本が抱くであろう不安などへの配慮は一切無く、このことがのちに日本
陸軍の対ソ焦慮感にっらなることになる。
　1925（大正14）年10月16日にはヨーロッパの緊張を大いに緩和させたロカルノ条約が調印
され、世界は平和の方向に向かうかに見えた。我が国でも、大正時代は、比較的に平和な時代
であり、白樺派の文学などが開花した。しかし、第四回日露協約のロシア革命による消滅、日
英同盟の消滅、中国における反日ナショナリズムの高揚、ワシントン会議による日本への牽制
など、実は、後の時代の日本にとっての大きな不安要因となる出来事が、清帝国とロシア帝国
の崩壊を背景に次々に起こっていたことが確認出来た。
　本研究では、日本と直接かかわりをもつユーラシア大陸の二大帝国の消滅を背景としての、
日本にとっての潜在的不安要因の醸成という角度から、大正外交史の研究に新しい照明を当て
ることをめざした。
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